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予　
算

議第1号 令和5年度三条市一般会計予算 471億500万円（対前年度比2.1%増）
総務文教常任委員会
市民福祉常任委員会
経済建設常任委員会

○ ○ × ○ × 原案
可決

議第2号 令和5年度三条市国民健康保
険事業特別会計予算 84億7,990万円（対前年度比0.5%増） 市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第3号 令和5年度三条市後期高齢者
医療特別会計予算 12億6,790万円（対前年度比3.5%増） 市民福祉常任委員会 ○ ○ × ○ ○ 原案

可決

議第4号 令和5年度三条市介護保険事
業特別会計予算 102億6,450万円(対前年度比4.1%増） 市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第5号 令和5年度三条市勤労者福祉
共済事業特別会計予算 2,140万円（対前年度比3.2%減） 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第6号 令和5年度三条市水道事業会
計予算

収益的支出　20億6,862万1,000円(対前年度比1.3%増）
資本的支出　  9億4,145万7,000円(対前年度比61.8%増） 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第7号 令和5年度三条市下水道事業
会計予算

収益的支出　24億6,720万2,000円(対前年度比9.0%増）
資本的支出　31億6,282万円(対前年度比2.4%増） 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第8号 令和4年度三条市一般会計補
正予算

今冬の降雪に伴い不足が見込まれる除排雪経費について、必要な予
算措置を行うもの
補正額　　　　 2億円
補正後の額　539億6,172万1,000円

○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第9号 令和4年度三条市一般会計補
正予算

国の補正予算に伴う上林小学校の空調設備の更新に要する経費お
よび県事業費負担金のほか、農業水利施設の電気料金等の高騰に対
する土地改良区への支援金や八木ヶ鼻温泉保養交流施設の運営に
対する支援金などについて、必要な予算措置を行うもの
補正額　　　 37億8,836万9,000円
補正後の額　577億5,009万円

総務文教常任委員会
市民福祉常任委員会
経済建設常任委員会

○ ○ ○ ○ × 原案
可決

議第10号 令和4年度三条市介護保険事
業特別会計補正予算

サービス利用者の増加などに伴い居宅介護サービス給付費や地域
密着型介護サービス給付費等を増額するもの
補正額　　　　 1億3,430万円
補正後の額　103億3,339万3,000円

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

そ
の
他

議第11号 辺地総合整備計画の変更について 早水辺地に係る辺地総合整備計画について、公共施設等の整備計画
の内容を変更するもの 市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第12号 辺地総合整備計画の変更について 中浦辺地に係る辺地総合整備計画について、公共施設等の整備計画
の内容を変更するもの 市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第13号 三条市過疎地域持続的発展計
画の変更について

三条市過疎地域持続的発展計画について、次期三条市総合計画の
策定に伴い内容を見直し、また、過疎対策事業債の活用を目的として
新たに事業名（施設名）等を追加するため、変更を行うもの

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

条　
例

議第14号
三条市障がいのある人もない人
も共に自分らしく暮らすための
まちづくり条例の制定について

本市における差別の解消の推進に関し基本理念を定め、市、市民お
よび事業者の責務や役割を明らかにするとともに、障がいを理由と
する差別に関する相談体制の整備等に関し必要な事項を定めること
により、共生社会の実現に寄与するため、本条例を制定するもの
施行期日:令和5年4月1日

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第15号
三条市災害時要援護者名簿情
報の提供に関する条例の制定
について

避難支援等関係者による災害時の円滑かつ迅速な避難支援等の実
施を支援し、もって災害時要援護者の生命または身体を災害から保
護するため、災害対策基本法の規定に基づく避難支援等関係者に対
する名簿情報の提供等に関し、必要な事項を定めるもの
施行期日:令和5年4月1日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決
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条　
例

議第16号 三条市諸橋轍次博士奨学金条
例の制定について

教育に尽力された諸橋轍次博士の意志を継ぎ、三条市諸橋轍次博士
奨学金の貸与または給付を行うことにより、教育の機会均等を図る
とともに、次代を担う人材を育成するため、本条例を制定するもの
施行期日:令和5年4月1日等

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第17号 三条市諸橋轍次博士奨学基金
条例の制定について

三条市諸橋轍次博士奨学金条例に基づく奨学金の貸与または給付
に要する経費の財源に充てるため、三条市諸橋轍次博士奨学基金を
設置することから、本条例を制定するもの
施行期日:令和5年4月1日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第18号
三条市議会議員の議員報酬及
び費用弁償等に関する条例の
一部改正について

三条市特別職報酬等審議会の答申の内容を考慮し、議会議員の議員
報酬について、必要な改正を行うもの
施行期日:令和5年4月1日

総務文教常任委員会 ○ ○ × ○ ○ 原案
可決

議第19号 三条市特別職の職員の給与に
関する条例の一部改正について

三条市特別職報酬等審議会の答申の内容を考慮し、市長、副市長お
よび教育長の給料月額について、必要な改正を行うもの
施行期日:令和5年4月1日

総務文教常任委員会 ○ ○ × ○ ○ 原案
可決

議第20号
三条市特定教育・保育施設及
び特定地域型保育事業の運営
に関する基準を定める条例の
一部改正について

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子
育て支援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、本市におい
てもこれに準じ、必要な改正を行うもの
施行期日:公布の日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第21号
三条市家庭的保育事業等の設
備及び運営に関する基準を定
める条例の一部改正について

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、
本市においてもこれに準じ、必要な改正を行うもの
施行期日:令和5年4月1日等

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第22号
三条市放課後児童健全育成事業
の設備及び運営に関する基準を
定める条例の一部改正について

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正
に伴い、本市においてもこれに準じ、必要な改正を行うもの
施行期日:令和5年4月1日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第23号 三条市こども未来委員会条例
の一部改正について

子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、規定の整理を行うため、必
要な改正を行うもの
施行期日:令和5年4月1日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第24号 三条市国民健康保険条例の一
部改正について

健康保険法施行令等の一部改正に伴い、出産育児一時金の支給額
について見直しが行われたことから、本市の国民健康保険制度にお
いてもこれに準じ、必要な改正を行うもの
施行期日:令和5年4月1日

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第25号
三条市廃棄物の減量及び適正
処理等に関する条例の一部改
正について

公共下水道、合併浄化槽等の普及および人口減少に伴うくみ取り量
の減少により、し尿処理手数料の収入が減少したことから、処理経費
に見合うようにし尿処理手数料の額を引き上げるため、必要な改正
を行うもの
施行期日:令和5年10月1日

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

そ
の
他

議第26号 市道路線の認定について 認定路線　2路線　　延長　1,119.4m 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第27号
長岡市及び三条市における公
の施設の相互利用に関する協
定の一部変更について

平成29年3月30日付けで長岡市と三条市との間に締結した公の施
設の相互利用に関する協定の対象施設について、長岡市悠久山プー
ルが廃止されることなどから、協定の一部を変更するもの

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第28号

三条市、燕市、加茂市、田上町
及び弥 彦 村 並びに新 潟 県 三
条・燕総合グラウンド施設組合
の公の施設の相互利用に関す
る協定の一部変更について

令和元年12月20日付けで燕市、加茂市、田上町および弥彦村ならび
に新潟県三条・燕総合グラウンド施設組合と三条市との間に締結し
た公の施設の相互利用に関する協定の対象施設について、新たに弥
彦村図書館が設置されることなどから、協定の一部を変更するもの

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

予
算 議第29号 令和5年度三条市一般会計補

正予算

国が新型コロナウイルスワクチンの特例臨時接種の実施期間を延長
する方針を示したことから、国の補助金等を受け、5歳以上の方への
接種や小児等への接種期間の延長等に要する経費について、必要な
予算措置を行うもの
補正額　　　　 4億8,791万円
補正後の額　475億9,291万円

総務文教常任委員会
市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

人
事 議第30号 教育委員会教育長の任命について

本市教育委員会教育長に髙橋誠一郎さんを任命いたしたいので議
会の同意を求めるもの
任期:令和5年4月1日から同年7月25日まで

○ ○ ○ ○ ○ 同意

 〔議員発案〕
そ
の
他

議員発案
第1号 特別委員会の設置について 市議会に「議員定数調査特別委員会」を設置するもの

定数:22人　調査内容:本市議会議員の定数に関する調査・研究 ○ × × × × 否決

意
見
書

議員発案
第2号

最低賃金の改善と地域経済の
回復を求める意見書の提出に
ついて

関係行政庁に対し、最低賃金の地域間格差を是正するため、最低賃
金法を全国一律最低賃金制度に改正することなどを要望する意見書
を提出するもの
提出先:内閣総理大臣、厚生労働大臣、中央最低賃金審議会会長、新
潟労働局長

○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

 〔請願〕

請
願

請願
第5号

新潟県の最低賃金を抜本的に
底上げることを求める請願

最低賃金の地域間格差を是正するため、最低賃金法を全国一律最低
賃金制度に改正することなどを要望する意見書の提出を求めるもの 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 採択
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上の表は各議案についての賛否一覧。

ここでは議会にまつわる豆ちしきを掲載しています。参考にしてください。

　

3
月
定
例
会
は
、3
月
1
日
か
ら
23
日
ま
で
の

23
日
間
に
わ
た
っ
て
開
か
れ
ま
し
た
。

　

初
日
は
、市
長
か
ら
令
和
5
年
度
1
年
間
の
基

本
方
針
や
政
策
に
つ
い
て
の
施
政
方
針
演
説
が
行

わ
れ
ま
し
た
。

　

市
長
提
出
議
案
は
、施
政
方
針
に
沿
っ
た

「
令
和
5
年
度
三
条
市
一
般
会
計
予
算
」

4
7
1
億
5
0
0
万
円
、「
4
つ
の
特
別
会
計
の

令
和
5
年
度
予
算
」
2
0
0
億
3
3
7
0
万

円
、「
令
和
5
年
度
三
条
市
水
道
事
業
会
計

予
算
」30
億
1
0
0
7
万
8
0
0
0
円
、「
令

和
5
年
度
三
条
市
下
水
道
事
業
会
計
予
算
」

56
億
3
0
0
2
万
2
0
0
0
円
の
ほ
か
、「
三
条

市
障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
共
に
自
分
ら
し

く
暮
ら
す
た
め
の
ま
ち
づ
く
り
条
例
の
制
定
」な
ど

の
条
例
案
件
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
に
よ
り
利
用
者
数
の
大
幅
な
減
少
が
続
い
て
い

る
八
木
ヶ
鼻
温
泉
保
養
交
流
施
設
の
指
定
管
理
者

に
よ
る
自
律
的
な
運
営
の
継
続
の
た
め
の
支
援
金

な
ど
を
盛
り
込
ん
だ「
令
和
4
年
度
三
条
市
一
般
会

計
補
正
予
算
」約
39
億
9
0
0
0
万
円
な
ど
29
件

が
上
程
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
議
案
は
、各
常
任
委
員
会
な
ど
で
の

審
査
を
経
て
、採
決
の
結
果
、全
て
原
案
の
と
お
り

可
決
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、最
終
日
に
は「
教
育
委
員
会
教
育
長
の
任

命
」が
追
加
提
案
さ
れ
、採
決
の
結
果
、同
意
し
ま

し
た
。

　
議
員
発
案
で
は
、「
議
員
定
数
調
査
特
別
委
員
会

の
設
置
」が
提
案
さ
れ
、採
決
の
結
果
、賛
成
少
数

で
否
決
し
ま
し
た
。

　
こ
の
ほ
か
、請
願
の
採
択
に
伴
い
、関
係
行
政
庁

へ
意
見
書
を
提
出
す
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。

令和5年
（2023年）

3

23


